
1 
 

 

 

○本庄市水道事業審議会条例 

平成１８年１月１０日 

条例第１７９号 

改正 平成２６年１２月２６日条例第２７号 

（目的） 

第１条 この条例は、本庄市水道事業審議会の組織及び運営に関し必要な事項を

定めることを目的とする。 

（設置） 

第２条 本庄市の水道事業について、市長の諮問に応じ必要な事項を審議するた

め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に

基づき、本庄市水道事業審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１３人以内をもって組織する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

（委員） 

第５条 委員は、次に掲げる者のうちから必要な都度、市長が委嘱する。 

（１） 市議会の議員 

（２） 識見を有する者 

（３） 水道使用者 

（会長及び副会長） 

第６条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、上下水道部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成１８年１月１０日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月２６日条例第２７号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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○本庄市水道事業審議会規則 

    

（趣旨） 

第１条 この規則は、本庄市水道事業審議会条例（平成１８年本庄市条例第１７

９号）第９条の規定に基づき、本庄市水道事業審議会（以下「審議会」という。）

の会議の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（会議の公開の可否等） 

第２条 審議会の会議は、公開とする。ただし、公正かつ円滑な議事の運営に支

障が生じると認められる場合であって、出席した委員の３分の２以上の多数で

議決したときは、非公開とすることができる。 

（会議の開催の事前公表） 

第３条 審議会は、会議が開催される日の７日前までに、次に掲げる事項を記載

した会議の開催予定を市のホームページにより公表するものとする。ただし、

会議を緊急に開催する必要が生じたとき等やむを得ない場合は、この限りでな

い。 

（１） 開催日時 

（２） 開催場所 

（３） 議題 

（４） 傍聴人の定員及び傍聴の手続 

（５） その他周知が必要な事項 

（会議の傍聴等） 

第４条 会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、当該傍聴を認めることによ

り行う。 

２ 審議会は、会議を傍聴する者に会議資料を提供するものとする。ただし、会

議資料が貴重、高額、大量である等提供することが困難であるときは、当該会

議資料を、会議が終了するまでの間、当該会議を行う場所に据え置き、閲覧に

供することにより提供に代えることができる。 

（会議録等の公表） 

第５条 審議会は、会議録を作成し、会議資料とともに議決により非公開とした

部分を除いた上で、市のホームページにより公表するものとする。 

（関係者の出席等） 

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見若し

くは説明を聴き、又は資料等の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、上下水道部水道課において処理する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、審議会

が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 


